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Ⅰ はじめに 
 
オフィスは，現代都市における都心空間の主要な
土地利用の形態である．そして，オフィスの形態は
オフィス組織の反映である． 
坪本（2008）は，1990 年代半ばから 10 年間の，
会計事務所を起源とする外資系経営コンサルティン
グファームのオフィス構築活動を概観した．対象企
業では，企業再構築に伴って，情報化投資とともに
チーム制や業績連動型の評価制度が導入され，フッ
トルースなワーカーの活動を前提としたノンテリト
リアルオフィスの一形態であるフリーアドレスが導
入された 1）．さらにそれは，オフィス外部に拡張さ
れモバイルワークへと発展した．構築されたフリー
アドレスオフィスは，不可視的な事業所サービスを
可視化し顧客に提案するショールームとして機能し
ていた． 
坪本（2008）では土地利用形態の視点から，この
オフィスの構築過程のモデルが示され，その中でオ
フィスは施設，制度，従業者，組織といった要素の
作用の結果として説明された．とすれば，日本企業
ではこれまで一般的とされてきた島型の机の配置を
持つオフィスの形態も先天的なものではなく，国土
レベルでは都市階層を規定する，ヒエラルヒー的性
格の強い組織構造のもとでの企業活動の結果であり，
最適化された形態であると考えることができる．要
素相互の関係性によって，大都市都心の主要な土地
利用であるオフィスは構築され，それが都市空間に
拡張され展開する．そして，関係性の変化にオフィ
ス集積の結果である都心空間が変容する． 
この動きは近年，2 つの政策的な後押しによって
進行している．まず，2007 年には，経済産業省によ
って，情報処理を中心とした従来のオフィスから創
造性の高い業務の創出を支援する「クリエイティブ・
オフィス」への移行が奨励された．以後，ノンテリ
トリアルオフィスの導入をはじめとするクリエイテ
ィブ・オフィスの取り組みは，オフィスをショール
ームとして位置付ける知識産業や情報産業から他業
種へと拡大している 2）． 
加えて，少子高齢化に伴う労働人口減少予測のも
と，安倍現政権が推し進める「働き方改革」の一環
として，働き方改革関連法が 2019 年 4 月より施行さ
れる 3）．その柱の一つとして，労働時間に関する制
度の見直しが行われ，高度に専門的な職務に就く一
定の年収を有する労働者について，本人の同意など
があれば労働時間等の規制の対象外とすることがで
きる「特定高度専門業務・成果型労働制（高度プロ
フェッショナル制）」が導入されることとなり，適用
される人材の就労環境整備が課題となっている．加
えて，就労者の多様化したニーズに対応するため「柔
軟な働き方」を支援する環境整備の必要がある．厚
生労働省をはじめとする省庁では，その一環として
在宅勤務に対応するテレワークを推進しており，「働
き方」に関わる企業の課題解決支援をビジネスとす
る事業所サービス業や通信業企業は，民間企業への
普及を睨んで事業を拡大推進している． 
先行研究と上記の情勢を鑑みた研究課題は次の 2
つである．まず，クリエイティブ・オフィスの導入
は，それをビジネスとする事業所サービス業や通信
業で先行した．その動きが他業種に及んでおり，先
行する企業のオフィス構築過程や形態，運用を参照
し，自社にカスタマイズして導入している．言い換
えれば，オフィスの形態と運用の他業種へ波及して
おり，この一連の行動に関する考察が一つ目の課題
である． 
もう一つの課題は，同じ企業や組織の中における，
クリエイティブ・オフィスの導入過程とその形態や
運用についての検討である．2010 年以降には，東京
にある本社のオフィス構築活動が全国主要都市に配
置された出先機関へ展開する企業が現れ始めている．
そこで問題となるのが，再構築されたオフィスの形
態と運用の相違であり，差異と立地する都市および
管轄領域の地理的特性との関連である．都市地理学
では，経済的中枢管理機能たる企業の本社・支社の
集積量や結合関係をもとに，国土スケールでの都市
の階層性やその動態を明らかにしてきた（例えば，
阿部,1991；日野,1996；森川,1998；與倉,2016）．そ
の議論には階層的企業組織の存在が前提となる．オ
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フィスの形態や運用には，本社と出先機関，そして
管轄領域や市場特性に依拠した階層の異なる出先機
関の間での差異が生じる可能性はあるのだろうか，
という問いが湧く． 
 そこで本稿では，本社と出先機関の機能差，再構
築活動とその結果としての形態・運用の差異，そし
て差異をもたらす要因，とりわけ地理的要因の有無
に着目して，階層的な組織を持つ企業の本社オフィ
スの形態と運用が拠点オフィスへ導入される過程を
検討する．オフィス構築の権限が現場である出先機
関に付与され，課題解決を目的として再構築が行わ
れた場合，形態と運用の差異は，異なる階層の出先
機関の間だけではなく同じ階層間でも起こりうると
想定される．加えて，オフィス再構築では先行者の
存在が重要であり，階層的企業構造のもとでの参照
行動にも注目する． 
建築学や経営学の立場からは，地理的な視点によ
る差異について注目した研究は管見の限り見当たら
ない．さらにこれらの問いは，国内スケールのみな
らずグローバルスケールで展開する企業活動と都市
空間，とりわけ都心空間との関連性の考察にもつな
がると考えられる． 
 
Ⅱ 本社オフィスの再構築 
 
 ここでは，IT 企業の本社と日本全国に立地展開し
ている出先機関のオフィス構築事例について検討す
る．事例とする A 株式会社は東京都文京区に本社を
置くシステムインテグレーター（SI）企業であり，
1950 年代に大手電機会社から分離独立した，企業グ
ループのネットワークソリューション事業における
中核会社である．この会社では約 5,000 名の社員が
就労しており，そのうち 3,800 名程度が本社に，1,000
名程度が各出先機関に配属されている． 
 本社は，1993 年に港区西新橋から東京湾岸に近い
品川区東品川の新築賃貸大型ビルへ移転した（第 1
図）．1990 年代前半は，都心周辺部である東京湾岸
のオフィス開発が活発であり，同企業のように都心
から都心周辺部への本社オフィスの流出が続いた（坪
本,1996）．その後，同じ港区芝浦のビルにスペース
を借り増したが，臨海部に位置する東品川と芝浦は
都心の顧客企業から遠いため，営業力の低下が問題
となった．加えて，東品川のビルは突発的な停電に
対応する非常用の電源設備を有しておらず，大規模
地震の発生に伴う地盤の液状化や津波といった臨海
部において発生が予想される災害時にBCP（事業継
続計画）が機能しないと想定された．有事発生時に
自社の事業継続と共に通信インフラの維持復旧に対
応するための，BCP の遂行が可能なオフィスが必要
となっていた． 
 これらの理由から，電源設備をもち顧客に近接し
た内陸部のビルを探すこととなり，2010 年 11 月に
本社オフィスを文京区の新築賃貸大型ビルに統合移
転した．このビルは，立地が東京駅周辺と新宿駅周
辺双方の顧客から半径 5km圏内である飯田橋駅に近
く，顧客への近接性を改善できること，低層階が東
京23区内では最大級である約4,500㎡のフロア面積
が評価された． 
 
 
 
 
 A 社はこのビルの 12 フロア，1 万 8,500 ㎡を賃借
した．東品川では 2 万 4,000 ㎡，芝浦では 5,000 ㎡で
あった賃貸面積は，統合移転を機に 33％削減した．
東品川や芝浦よりも飯田橋のほうが単位面積当たり
の賃料が高いため，オフィスコストの削減は 20％に
止まった． 
 2007 年の経済産業省による「クリエイティブ・オ
フィス」の奨励を機会に，オフィス事業の拡大を見
込んで自社でクリエイティブ・オフィスを実践する
第１図 東京都心における A社本社の立地変遷 
注）A社提供資料より作成 
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ことになり，東品川オフィスの一部部署 700 人を対
象として，フリーアドレスの試行が開始された．こ
の結果を受けて，2010 年の移転を機に対象人数を増
やし，本社オフィスの全面的な再構築が行われた． 
 本社オフィスの再構築は，社員一人一人が行動す
ることで意識を改革することを目的として行われ，
スペース・コストに代表される無駄を削減しながら
情報共有を進めつつ，「人（の気配）を感じる」こと
のできるオフィス空間の構築が目指された． 
 3 階部分の営業部門と 4 階の技術部門では，部門
の配置がエリアで決められており，エリア内でフリ
ーアドレスを実施するグループアドレスが導入され
ている．承認印が必要とする場合のために部長とス
タッフの席は決められているが，その他の社員はエ
リア内であれば自由に席を決めて執務することが許
可されている． 
 4 階の技術部門では，2 画面の大型ディスプレイを
備えたテレビ会議システムを導入しており，中部支
店と関西支社のビデオ装置と専用回線で接続して互
いのオフィス内部を常時映写している．そのディス
プレイの周りに集まり，相互に相手を見ながら会話
や打ち合わせができる「クリエイティブポイント」
という名称のスペースが設けられた．これによって
対面接触を目的とした拠点オフィス間の移動削減が
見られたが，移動費の削減よりも意見交換と意志決
定のスピード向上が効果として高く評価されている．
坪本（2008）の対象企業と同様に，こうした働き方
を顧客に見せて，提供する事業サービスをより身近
なものとして理解してもらうショールームとしての
役割をもたせている． 
 
Ⅲ 出先機関におけるオフィス再構築の過程 
 
１．共通の課題 
 通信事業者の通信インフラ，具体的は移動通信体
の基地局の設置請負や営業を行うこの会社は，自治
体が発注する電気通信工事の入札に参加するため，
基本的に出先機関を各都道府県に置いている．支社
は大阪市（関西支社），名古屋市（中部支社），さい
たま市（関東甲信越支社），仙台市（東日本支社）と
 
第 2図 A社の本社と出先機関オフィスの立地 
  注）A社提供資料より作成 
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広島市（西日本支社）の 5 市に設けられており，支
社の下に支店が存在する．支社は支店に併設されて
いる．13 の支店は基本的に国土を地方ブロックに分
割した範囲を管轄領域とし，その中にある営業所を
管轄する（第 2 図）．営業所は，関東甲信越支社が営
業活動を担当する茨城県，栃木県と群馬県，四国支
社が担当する徳島県と高知県，中国支社担当の鳥取
県と島根県，九州支社担当の佐賀県以外の，支店が
配置されていない県に配置されている． 
 出先機関の国土スケールでの分布を概観すると，
3 大都市圏の分布密度が高く，大都市から遠隔の地
域では立地密度が低くなる．これは，この企業が通
信業であるとともに事業所サービス業の性格を持つ
ため，企業の集積度が高い大都市圏での拠点が多く
なる．加えて，県庁所在地の立地間隔が狭い中部地
方，とりわけ名古屋大都市圏や北陸地方での立地間
隔の狭さが確認できる． 
 出先機関では，本社と同様に ICT 技術を活用し，
それを契機とする社内改革，特に社員の意識付けを
行う目的で，オフィスが再構築された． 
 加えて，出先機関のオフィスには，本社とは異な
る以下の 3 つの共通的な課題が存在し，具体的な改
善が求められた． 
① 担当地域の窓口として，顧客への密なコミュニ
ケーションに加え，地域内や本社の距離を超え
た効率的なコミュニケーション． 
② 社員数などリソースが限られた中で顧客に対応
するための，本社以上にスピーディかつ効率的
な働き方． 
③ 小規模な組織に集約された会社のさまざまな機
能の有機的な働き． 
これらの課題に対処するにあたり，営業部門と技術
部門のスペースを統合して一体感を感じることがで
きる場作りが強く意識された．加えて，東京本社に
アクセスしにくい顧客が体感できる，近場のショー
ルームとしての役割が，本社と同様に付与された． 
 一連のオフィス再構築は，2012 年 7 月に完工した
新潟支店から始まり 2014 年 4 月に関西支社と静岡
支店で完了した（第1表）．これらオフィスの多くは，
営業部門と技術部門の活動拠点であり，顧客からの
利便性が考慮されてそれぞれの都市の中心部に立地
している． 
 移転を伴った再構築は本社と中国支店（西日本支
社）のみで，その他の拠点ではビル内での移転やフ
ロア統合が行われた．分断されたコミュニケーショ
ンの解消を目的とした部門間の近接性向上とともに，
執務環境の均質化も目的となった． 
 東北支店は，2011年3月の東日本大震災で被災し，
復旧と併せて新潟支店とほぼ同時期にオフィス再構
築が実施された．巨大地震発生時の強い揺れによっ
て重要書類が散乱してしまい，緊急時に拠点として
機能しなかった被災状況を教訓として，東北支社と
その後の拠点のオフィス再構築には，転倒しないオ
フィス家具の選択と重要書類の破損を防ぐペーパー
レスの推進がより強く意識された． 
 各拠点のオフィス再構築では，紙媒体書類の電子
化と文書量の削減による共通の成果として賃貸面積
が縮小された．例えば新潟支店は，書庫を廃止して
 
第 1表 本社および主要出先機関オフィス再構築の概要 
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オフィス面積と賃料を 25％削減した． 
 出先機関のオフィス再構築は経営陣からのトップ
ダウンによるものだが，本社のオフィス形態をその
まま再現するのではなく，オフィス再構築のコンセ
プトや具体的な改善点を各拠点の課題に合わせて立
案するよう裁量が与えられ，ボトムアップの手順で
行われた．具体的な施策は拠点の独自性や自主性が
尊重され，各拠点で自由に考えて良いことになった． 
 各拠点において，オフィスの構築コンセプトとそ
れをもとにした具体的な改変案が策定され，本社に
提案された．コストの問題により本社が許可しなか
った案件や入居ビルの性能スペックとフロアの形状
による制約も多く全ての案が実現したわけではない
が，本社に承認され再構築されたオフィスの形態と
運用の仕方には差異が生じた． 
 まず，オフィスの色彩デザインに地域性を持たせ
た出先機関が多い．例えば，四国支店オフィスでは，
ミーティングスペースに地域の特産品であるオリー
ブやみかんを連想させる色彩が使われた．北陸支店
や北海道支店，九州支店のオフィスには，地元の名
産品を意識したデザインが施された 4）． 
 次に，各拠点のオフィスの差異を検討する基準と
して，フリーアドレスの採用状況とその適用範囲に
焦点を当て，企業組織における階層上の地位とオフ
ィスの仕組みの関係について考察する． 
全ての出先機関でグループアドレスを基本とする
オフィスの構築が行われた．その上で，オフィスの
形態と運用には差異が見られた．新潟，中部，北陸
支店のオフィスは，本社と同じく部長級以上の管理
職の席を一箇所に集め，その他をフリーアドレスと
して運用している．一方で，決められたエリアの中
で管理職やスタッフの席を含めた全席をフリーアド
レスとしたのは，西南日本の中国，九州，四国支店
や関西支社，および北海道支店であった． 
出先機関の階層性との関係で見ると，これらの支
社が併設されている支店オフィスの人員規模は70名
以上であり，それ以外の支店オフィスは 30〜50 人程
度である．四国支店は同一支社内にある中国支店や
九州支店と同様の全員を対象としたフリーアドレス
を導入しているものの，他の支店オフィスではより
限定的なフリーアドレスとする場合が多い． 
大規模なオフィスにおける全員を対象としたフリ
ーアドレスでは，部下から見て上司の居場所がわか
らないことが頻発し，マネジメントのスピード向上
に対してむしろ支障となると予想される．しかしこ
の企業では，上司と部下が互いに見つけにくくなる
はずの中規模なオフィスで全席をフリーアドレスと
する傾向があり，むしろ小規模のオフィスで，管理
職相互の情報交換とコミュニケーションを強化して，
出先機関での意志決定のスピードを高めるため，管
理職やスタッフの席は決まっている． 
そこで，再構築されたオフィスの差異の要因につ
いて，事例をあげて検討する． 
 
２．西日本支社のオフィス再構築 
 西日本支社の出先機関オフィスの特徴や再構築の
立案，実行プロセスに着目し，オフィス形態やその
運営に反映される管轄領域の地域性や都市の特徴を
考察する．中国地方 5 県を管轄する中国支店は，四
国支店と九州支店も配下に置く西日本支社を併設し
ている．1968 年 11 月に開設された中国支店の，2013
年の在籍者は約 70 人である．1992 年の在籍者は 48
名で，業容拡大により増員が行われてきた．中国支
店オフィスは出先機関の中でも比較的早い時期にリ
ニューアルされたが，同社では初めての管理職とス
タッフも対象とするグループアドレスオフィスとし
て再構築された． 
 中国支店は，オフィス再構築に際してオフィスの
コンセプトを「お客様に対して自分たちの働き方を
語り，改革を魅せられるオフィス」とし，解決すべ
き具体的な課題を，①組織間の「カベ」による情報
の分断，②現場の問題が拠点に伝わらない，③マネ
ジメントのスピード感，④支社機能の西日本地区の
ヘッドクォーターとしての対応力，の 4 点とした． 
 移転前の中国支店では 3 つのフロアを賃借してお
り，異なるフロアにあった営業部門と技術部門の間
で情報交換の分断が生じていた．このため，営業部
門と技術部門を 1 つのフロアに収容できる床面積を
もち，加えて車椅子を使う社員の就労を考慮し併設
された駐車場からエレベーターでオフィスに入室で
きるビルに移転することになり，2013 年には準都心
地区の平和大通り沿いの大型ビルから都心地区の基
町・立町地区のビルに移転しオフィスの再構築が行
われた 5）．営業部門と技術部門を 1 フロアで収容し
た結果，移転前と比較して 20％の賃貸面積が削減さ
れた． 
 次に，「現場の問題が伝わらない」という課題に対
して，見通しの良いオフィス空間設計と，デジタル
機器の使用による情報共有という解決策が示された． 
 そして，「組織マネジメントのスピード感」，言い
換えれば問題解決のスピードを上げるという課題に
対しては，本社で採用したグループアドレスを管理
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職を含めた全ての所属人員に対して適用することに
した．これは，管理職が決まった席に座り部下から
の報告や相談を待つのではなく，部下に近い席に座
り報告を「取りに行く」スタイルにこだわった結果
だという． 
 さらに，会議のために予約された会議室が直前に
キャンセルされ未使用の時間が多くなり，本社と同
様に中国支店でも低い会議室の利用率が問題となっ
た．グループアドレスの適用によって，ミーティン
グが執務エリア内に設けられたコミュニケーション
スペースで行えるようになり，会議室の数が削減さ
れた． 
 最後に，「西日本地区のヘッドクォーターとしての
対応力の向上」という課題に対しては，本社オフィ
スを参考にクリエイティブポイントを設置した．オ
フィス中央にある大型モニターを通じて，東名阪の
間と同様に，西日本支社の管轄にある九州支店や四
国支店と常時接続してオフィスの様子を相互に見ら
れるようにしている 6）．毎日行われる西日本支社の
朝礼と夕礼では，中国，四国，九州支店の社員が大
型ディスプレイの画面上で「出席」する． 
 九州支店のオフィス再構築は，中国支店と同様に
全員のグループアドレスを前提として，中国支店の
半年後に完了した．中国支店より広域的な管轄領域
を持つ九州支店では，営業・技術部門の間にある「壁」，
すなわちコミュニケーションの分断の解消に加えて，
九州 7県の地理的な差異に基づく対応が必要とされ
た．九州支店は福岡市から比較的近距離である佐賀
県，長崎県や新幹線を利用して移動できる熊本県や
鹿児島県に対し，移動に時間がかかる大分県や宮崎
県，さらに沖縄県を統括する機能を有している．広
域な管轄地域の一体感を醸造するため，オフィス内
には各県の観光ポスターが掲示されている．そして，
遠隔地の移動先や移動中から会議や意志決定に参加
できるよう，タブレット端末の利用を前提とした通
信システムが導入された．この点は，所在地の高松
市から営業所のない高知県内の移動に時間のかかる
四国支店も同様である．新しい通信システムのもと
で再構築された四国支店のオフィスも，中国支店と
同様に管理職も席が決められていないグループアド
レスが採用されている 7）． 
 
３．関西支社のオフィス再構築 
 次に，支社のもう一つの事例として大阪市に立地
する関西支社の事例を取り上げる．大阪城に近接す
る大阪ビジネスパークの大型ビルに入居し，フロア
面積約 1,500 ㎡に約 230 人が勤務する関西支社は，
主要拠点の中では最後に，静岡支店と同じく 2014 年
にリニューアルした． 
 関西支社では，2005 年 10 月に現在のビルに移転
した際に初めてフリーアドレスが導入されたが，約
8 割の席で座るワーカーが決まった状態になり，フ
リーアドレスの効果が希薄になっていた．この経験
を踏まえて，2013 年 8 月にオフィス改革プロジェク
トが立ち上げられ，プロジェクトメンバーが選出さ
れた．関西支社には，打ち合わせスペースの不足や
立地の分散，メールや TV会議などの利用促進といっ
た課題があった．これらをもとに「顧客中心の視点
に立つことを重視したワークスタイルへの転換」と
いうオフィス再構築のコンセプトが 2013 年 11 月に
立案された．2014 年 4 月に同ビルの 11 階から 12 階
へ移転し，同時にオフィスの再構築を行った． 
 具体的には，中国支店と同様に技術部門と営業部
門の分断が課題となり，コミュニケーションの活性
化が目的とされた．フロアの中心部（コア）にエレ
ベーターホールや手洗いなどの共用部がフロアの中
心部に存在するため，執務スペースが分断され一体
感が損なわれることが問題視された．そこで，ビル
オーナー企業の許可を得てエレベーターホールとの
壁を撤去し，自社のコミュニケーションスペースと
して執務スペースと一体的に利用することとした． 
前述したフリーアドレス施行の経験から，環境の
固定化による慣れを防ぐため，執務スペースを 3つ
のエリアに区分して部署を配置し，1 ヶ月毎に部署
を入れ替えることとした．エリアの中では，管理職
とスタッフを含む全員をフリーアドレスの対象とし
た．スペースの点では，在籍人数の 70％の席数，打
ち合わせ用を入れると 100％の椅子の数が用意され
た． 
 営業部門では，社内打ち合わせの時間と顧客先へ
の移動時間の削減が課題としてあげられた．四国支
店のモバイル機器利用の取り組みを参考にして，最
新のソリューションサービスを導入できるよう顧客
への訪問頻度を高めるため，スマートフォンが営業
部門のワーカーに配布された． 
 オフィス再構築の効果と評価について，ワーカー
に対して行ったオフィスリニューアル前後の生産性
に関するアンケート調査によると，顧客対応の時間
が月一人当たり 20 時間，15％増加したという．関西
支社ではこの生産性の向上を，スマートフォンを携
帯することで電話の取り次ぎがなくなったことが大
きいと評価している． 
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Ⅳ 考察 
 
 出先機関オフィスの共通課題によると，出先機関
には本社と同様に果たすべき機能がある一方で，小
さな組織としてそれを集約し，かつ本社とは異なる
効率化した働き方が求められる．このため，オフィ
スの再構築においては本社以上の工夫が求められ，
オフィスの形態や運用は本社を忠実にスケールダウ
ンしたコピーとなるわけではない．どの出先機関で
も，営業部門と技術部門の間のコミュニケーション
活性化を第一に取り組む課題としており，本社では
大規模ゆえになされなかった両部門のフロア集約が
講じられた． 
 その上で，各拠点が抱える課題を考慮した結果，
オフィスの形態と運用の相違が現れている．グルー
プアドレスの適用範囲とその効果について考察する．
広い管轄領域を持ち支社機能を併設する支店の従業
者規模は大きく，併設しない支店のそれは小さい．
小規模オフィスでは規模ゆえにワーカー相互の視認
性が高く，部下が上司を探してオフィス内を歩き回
る必要がない． 
フリーアドレスは人員規模が大きいほど席の共有
によって数とスペースを削減できるため，スケール
メリットが強く働き効果が大きくなるが，部下が上
司を見つけにくいという問題があり，業務に支障が
生じる可能性もある．本社では部門ごとにエリアが
決められたグループアドレスを採用し，上司の居場
所を固定して上司と部下相互の視認性を維持した．
出先機関でも基本的にグループアドレスを採用して
おり，この点では形態と運用に顕著な差があるわけ
ではない．規模との関係では，小規模なオフィスで
は本社と同様に管理職は特定の場所に机を集めて置
く場合が多く，むしろ逆に，視認性についての問題
が起こりやすい中規模の支社オフィスでは，管理職
だけでなくスタッフにも決まった席を割り当ててい
ないものもある． 
 このオフィス運用の違いについて，オフィス再構
築の時期とコミュニケーションスタイルという 2つ
の点に着目する．一連のオフィス再構築は，基本的
に本社から支社へ，さらには支社から支店という経
路で行われ，企業の階層的組織構造に従っていた．
当初，再構築の意義について十分に咀嚼できなかっ
た出先機関もあり，時期が早いものほど上位機関の
形態と運用を参照し導入しようとした可能性がある
8）． 
オフィスの形態や運用は支社内で統一されること
が多く，同じ西日本支社の管轄である九州・四国支
店の再構築は先行し支社を併設する中国支店と同一
の運用を前提としている．支社内では同一の組織マ
ネジメントのスタイルに基づいており，この点でも
オフィス形態と運用は企業の階層的組織構造に対応
しているといえる． 
二つ目の点については，それぞれの出先機関が業
務上の問題の共有や解決に向けて，上司と部下の縦
方向の関係性と意志決定や部門間の調整に重要な管
理職相互の横方向のコミュニケーションのどちらを
重視するかについてである．この選択に基づくオフ
ィスの運用の違いは，各拠点における「マネジメン
トのスピード」についての解釈の違いを反映してお
り大変興味深い． 
各拠点における縦方向もしくは横方向の関係性重
視の選択には人員規模が強く影響する．前述の通り，
オフィス形態と運用の差異は，基本的にオフィス規
模の拠り所となる企業組織の階層性に起因するが，
同じ階層内にあるオフィス形態の差異も確認でき，
要因として管轄領域の地理的条件が考えられる．四
国支店と九州支店では，交通アクセスの問題から往
来に時間がかかる地域も管轄しており遠隔地での業
務遂行が多く，他の支店よりもモバイルワークが重
視される傾向にある．このため，業務がフットルー
ス化しやすく，その傾向がオフィス形態と運用に反
映されたと解釈できる．中国支店から遠い北海道支
店で全面的なフリーアドレスが導入されたのも，広
域な管轄領域によると想定される 9）． 
一方で，関西支社オフィスは，管轄領域が隣接す
る四国支店の再構築を参考とし，モバイル機器の導
入やフリーアドレス導入の再挑戦といった独自の課
題解決に向けてローカライズした上で，スケールア
ップして再構築された．これは，近接効果に基づく
参照行動といえるが，再構築に関する情報が営業部
門を通じて支社エリアを超えて共有されており，遠
隔の北海道支店にも西南日本地域のオフィス構築に
ついて情報を得ることができた． 
 さらに，オフィスの形態と運用の差異には，階層
効果や地理的要因に加えて，「スピード」の解釈が在
籍するメンバー，特に支店長・支社長級の管理職が
持つ，組織マネジメントに対する考えや経験にも左
右され，属人的な要因が強く働くと考えられる．特
に同じ階層の出先機関におけるオフィス再構築を比
較すると，上位機関の方針とともに，所属メンバー
による影響が強く作用する可能性がある．とりわけ，
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部下に情報を取りに行く管理職の行動習慣や経験の
有無が鍵となり，管理職相互の同意が最低限必要な
条件となる． 
したがって，この差異は今後のオフィス形態や運
営の変化，さらには発展的拡張の一つの鍵になると
考えられる．西日本支社や関西支社では，フリーア
ドレスの限界や課題を逆手に取り，上司の部下に対
するコミットメントの機会増加を目論み働き方を変
えることを目的として，あえて上司が部下を探す状
況が作られていた．拠点オフィスの一連の物理的な
場づくりが終了した 2014 年以降は，全社的に在宅勤
務が試験的に実施され，オフィスを外部の都市空間
へ制度的な拡大を試みている．在宅勤務は女性の社
員のみを対象としているが，今後対象範囲を拡大す
る予定で，可能な業務を整理しているという． 
再構築前の関西支社の状況が示すように，フリー
アドレスにおいては，管理職が同じ席に座り続ける
と部下が周りに集まって座り席が固定化しやすくな
り，旧来からの組織マネジメントが温存される可能
性が高い．このため，先行研究（坪本,2008）の事例
企業の様にオフィスを外部に拡張する手法を採る場
合，筆者は上司の席を固定するよりも上司の席を決
めず部下にアクセスするスタイルを前提とするマネ
ジメントの方が，在宅勤務などのリモートワークに
スムーズに移行できると考える 10）．オフィス内部と
いうミクロな空間での対面接触コミュニケーション
および組織マネジメントのスタイルが，オフィスか
ら離れた居住地での在宅勤務やその近辺に開設され
たサテライトオフィスやシェアオフィスにおける勤
務を実現する上での鍵となり，さらに郊外住宅地の
持続的なまちづくりや通勤流動の変化に繋がってい
くことで，地理学で対象とするスケールの空間変容
に作用する可能性が高くなる． 
 オフィス内の対面接触ミュニケーションの点で言
えば，グループアドレスの導入は会議室の削減を可
能にした．事例の中国支店や関西支社では，インフ
ォーマルコミュニケーションのためのスペースが不
足しており，リニューアルの際にはグループアドレ
スのエリアの中にコミュニケーションスペースが設
置された．これらのコミュニケーションは，以前は
予約された会議室で行われていたフォーマルなもの
であった．そもそも会議室の数はフォーマルコミュ
ニケーションの量を考慮して決められたはずである
が，予約された会議室で行われるそれは減少してお
り，オープンなコミュニケーションエリアで行われ
るコミュニケーションに置き換わっている．会議室
は必要性が低下しオフィス再構築を機に減らされた．
これは，コミュニケーションのあり方，ひいてはオ
フィス内での業務と働き方の変化を反映している． 
 
Ⅴ むすびにかえて 
 
 本稿では，ある企業のオフィス構築活動とその結
果である形態や運用に注目して，日本国内に配置さ
れた本社および拠点オフィスが持つ空間性とその差
異について検討した．最後に，本稿のまとめとそれ
を前提とした今後の研究課題に触れておきたい． 
本社を筆頭とする一連のオフィス再構築において
は，基本的にグループアドレスが採用され形態上に
大きな差は見られない．それは，グループアドレス
の構築と運用が，自社と同様に，働き方の多様化へ
の対応やマネジメントのスピード向上といった課題
を持つ顧客企業に提供するビジネスサービスを可視
化する手段として選択された結果である．さらに詳
細に見ると，初期の再構築では，管理職とスタッフ
を固定席として一般社員をフリーアドレスとしてお
り，中国支店以降は，全員をフリーアドレスの対象
とする拠点が増加している．小規模オフィスでは，
組織強化を目的として部門のトップの間での接触を
考慮して，部門を超えた意思決定の速さを重視して
いるが，人員規模の大きくなる支社クラスのオフィ
スでは，同時期に再構築されながらもオフィス運用
の方向性が異なる． 
それは，管轄領域の広さや交通アクセスの状況に
応じて，オフィスの形態，運用と組織マネジメント
に地域的差異が発生するためである．オフィスの規
模が大きくなるほど，部門内のコミュニケーション
活性化と部門間のそれは両立が難しくトレードオフ
の関係になる．このため，オフィス内のコミュニケ
ーション，具体的には階層的組織における上司・部
下間の縦方向の関係性か，部門間という横方向のそ
れを重視するか選択の必要に迫られる．このマネジ
メントスタイルの選択は，地理的条件とともに所属
メンバー，特に管理職層の組織マネジメントに対す
る意向に強く依拠し，オフィスの形態と運営の差異
に反映されている． 
 外国資本の組織と比較して，日本の企業組織と上
司が部下を見つけにくいことが問題とされる「完全
な」フリーアドレスとの親和性は低いと考えられて
きた（坪本,2008）．西日本支社では，フォーマルコ
ミュニケーションに含まれる朝礼や夕礼が継続して
行われており，決裁には上司の承認印を必要とする
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点からも対象企業は日本的な組織であり，部分的な
フリーアドレスであるグループアドレスの採用は新
しい働き方の導入と現行の組織マネジメントの整合
を取った結果と言える．今後は，他の拠点の動向を
参照しつつ試行錯誤を経ながら，本社を含めたオフ
ィスの形態と運用が変化していくと考えられるが，
本稿の議論に基づくと，再構築されたオフィスの形
態や運用には属人的な要因が強く作用する．とすれ
ば，今後の中期的な課題は，再構築されたオフィス
の，管理職が本社や別の拠点に異動した場合の継続
性になる．とりわけ，配属された管理職が前任者と
は異なる経験や組織マネジメントの手法を持つ場合，
オフィスの使いにくさに不満に思い，オフィス形態
と運用が変更される可能性がある．坪本（2008）が
言及したように，オフィス構築活動は一連の長期的
なものと捉え，継続的な検証と評価が必要である．
管理職の転属が定期的に行われる組織においては特
に肝要となるだろう． 
そしてこのことは，ボトムアップのオフィス構築
の弊害であるが，この企業では支社ごとに組織マネ
ジメントが異なり，多様なワークスタイルを許容す
る企業風土を有している．その中で，管理職の経験
や組織マネジメントの違いが階層的企業組織の中で
どのように生じるのだろうか，検討の余地がある． 
この事例においては，管轄領域とは別の地理的要
因として，立地した都市の環境に依拠したオフィス
形態・運用の差異を見いだすことができなかった．
オフィス再構築が移転を伴わず，同じビル内で行わ
れたことから，ビルの立地や賃料，業務地域の形成
過程といった環境要因，そして在宅勤務に発展した
場合の居住地との関係といった地理的要因による差
異への影響はあるのか，これからの課題である． 
さらに前述したように，サービスベンダーである
知識集約型産業から他業種へのオフィス構築活動の
拡散についての検討を行う．近年ではノンテリトリ
アルオフィスを本社オフィスに採用する日本企業が
通信業や情報サービス，経営コンサルティングとい
った知識集約型産業以外の業種でも散見される．今
後，その企業数は徐々に増加すると考えられる． 
 しかし，先行企業のオフィス形態や運営がそのま
ま参照され，後発企業に持ち込まれるわけではない．
とすれば，オフィスの形態や構築活動が，都市の内
部で，形を変え企業組織を超えてどのように伝播拡
散していくのだろうか．その結果，都心業務地域は
どのような空間的な特徴を持つに至り，さらに地理
的様態はいかに変化するのだろうか．これらの点に
ついては別稿としたい． 
（首都大学東京・都市環境学部） 
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注 
 
1）フリーアドレスオフィスとは，あらかじめ所属する
メンバーの席を決めず，必要に応じて移動して席を決
めて良い「自由席」を前提としたオフィスの形態であ
る． 
2）例えば，カルビー株式会社は東京丸の内の本社に2010
年にフリーアドレスを導入している（http://www.office-
tsushin.com/interview/，2019 年 1 月 18 日参照）． 
3）2018 年 7 月 6 日に交付された，「働き方改革を推進
するための関係法律の整備に関する法律」を指す
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00001
48322.hhtm，2019 年 1 月 18 日参照）． 
4）例えば，北陸支店では，受付や応接スペースに金沢
のひがし茶屋街，紅柄格子，輪島塗，金箔をイメージ
させるデザインが施された．また，北海道支店の受付
スペースはレンガ作り風のデザインが施され，執務ス
ペースのエリアを，北海道の自然を想起させるよう「大
地」「海」と名付けている． 
5）広島市中心部における業務地区の区分は，坪本（2015）
に基づく．中国支店は，ビルの老朽化による建て替え
のため2014年に都心周辺の大手町地区に移転した後，
2018 年に同じ場所に建て替えられた新規大型ビルに
再移転している．本稿で紹介したオフィス再構築は，
事前に建替の予定が判明していたため，一時的な移転
を経て同じ形態や運用が行えるように計画された． 
6）オフィスは，非常時に BCP に従って人を集めやすい
場として意識され再構築されている．とりわけ，クリ
エイティブポイントの導入は，本社オフィスの参考に
加えて，東日本大震災での東北支社の被災状況を踏ま
え，災害時にメンバーが集合し事業継続を可能にする
スペースとしての利用を前提としている． 
7）四国支店が再構築された時期は，タブレット端末が
登場し普及し始めた時期と重なる． 
8）現実には北陸支店では，当初「新しい机にして綺麗
におく程度でいいだろう」と考えられていた．しかし，
プロジェクトを進めるなかで所属メンバーに職場に対
するアンケートを取った結果，要望や課題が 200 件
以上出され，プロジェクトチームを結成して本格的な
オフィス再構築に取り込んでいったという． 
9）中国支店や北海道支店と同格で支社が配置されてお
り，広域的な管轄領域を持つ，東北支店のオフィスの
形態や運用については，詳細な情報は得られなかった． 
10）とはいえ，このマネジメントスタイルは，大規模な
オフィスでは部下を探す管理職の負担が大きくなると
想定される． 
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